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船舶用燃料油の高騰問題について

謹啓、時下益々ご清栄の段お慶び申し上げます。

さて、既にご案内の通り、最近の原油価格の著しい上昇を受けて、内航船や長距離

フェリーの運航コストの過半を占める、燃料油の価格は高騰しております。

内航船や長距離フェリーの運賃は、バブル崩壊後の国内海上輸送量の低迷と物流合

理化の波をもろに受け１０数年にわたり低迷しており、近時の燃料油の著しい値上が

りは、中小零細企業が９割強を占めるこれらの事業者にとって死活問題となりつつあ

ります。

国内の基幹的輸送手段である内航海運及び長距離フェリーによる安全・安定輸送に

致命的な悪影響がでることが懸念され、とりわけモーダルシフトを担う RORO 船、コ

ンテナ船及び長距離フェリーにとっては燃料消費量が大きくこの影響は甚大であり、

既に生活物資輸送を担う事業者の一部にあっては航路休止や航路撤廃を検討し実施に

移すところも出てきております。

つきましては、このような内航海運事業者・長距離フェリー事業者の置かれている

状況についてのご理解とご支援をよろしくお願い申し上げます。
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